
め
出
し
は
な
い
と
認
識
し
て

い
ま
す
。

Q　
②
の
利
用
料
値
上
げ

の
該
当
者
数
は
ど
う
か
。

A
保
健
福
祉
部
長　

年

間
所
得
１
６
０
万

円
以
上
の
方
が
対
象
で
、

１
千
９
９
４
人
が
２
割
負
担

に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

Q　
現
在
で
も
利
用
料
負

担
が
困
難
で
必
要
な
サ

ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
な
い
方

が
多
数
お
り
、
事
態
は
さ
ら

に
深
刻
化
す
る
。
市
独
自
の

減
免
制
度
等
を
講
じ
る
べ
き

で
は
な
い
か
。

A
保
健
福
祉
部
長　

改
正

後
の
状
況
を
見
守
っ
て

い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

Q　
③
の
「
特
養
入
所
は

要
介
護
３
以
上
に
限

定
」
に
関
し
、
現
在
の
特
養

入
所
者
数
と
待
機
者
数
は
ど

う
か
。

A
保
健
福
祉
部
長　

特
養

ホ
ー
ム
入
所
は
３
６
７

人
、
待
機
者
は
３
６
８
人
で

す
。Q　

入
所
者
・
待
機
者
で

要
介
護
１
・
２
の
人
数

は
ど
れ
く
ら
い
か
。

A
保
健
福
祉
部
長　

入

所
者
47
人
、
待
機
者

１
５
７
人
で
す
。

Q　
要
介
護
１
・
２
の

１
５
７
人
は
、
制
度
改

悪
で
特
養
の
待
機
者
に
も
な

れ
な
い
。
市
は
救
済
策
を
考

え
て
い
る
か
。

A
保
健
福
祉
部
長　

要
介

護
１
・
２
の
方
の
入
所

に
直
ち
に
つ
な
が
る
と
は
思

え
ま
せ
ん
が
、
現
在
50
床
の

特
養
の
整
備
が
進
ん
で
い
ま

す
。Q　

介
護
保
険
は
当
初
か

ら
「
保
険
あ
っ
て
介
護

な
し
」
と
の
批
判
が
あ
る
。

特
養
ホ
ー
ム
の
絶
対
数
が
少

な
く
、
市
で
も
３
６
８
人
も

の
待
機
者
が
い
る
。
高
齢
者

の
医
療
・
福
祉
の
費
用
は
今

後
10
年
間
が
ピ
ー
ク
で
あ
る
。

財
政
調
整
基
金
70
億
円
（
適

正
規
模
は
15
億
〜
20
億
円
）

の
一
部
を
使
い
市
独
自
の
助

成
策
を
行
っ
て
は
ど
う
か
。

A
市
長　

将
来
を
し
っ
か

り
と
見
通
し
、
余
裕
が

あ
れ
ば
で
き
る
限
り
の
こ
と

は
や
り
ま
す
。

住
宅
・
商
店
リ
フ
ォ
ー

ム
助
成
制
度
に
つ
い
て

Q　
市
は
住
宅
リ
フ
ォ
ー

ム
助
成
制
度
を
今
年
度

い
っ
ぱ
い
で
終
了
す
る
と
の

こ
と
だ
が
、
継
続
を
求
め
る

声
も
多
く
、
ま
た
経
済
効
果

も
大
き
い
こ
と
か
ら
、
来
年

度
以
降
も
さ
ら
に
改
善
・
充

実
し
て
継
続
す
べ
き
で
は
な

い
か
。

A
市
長　

今
後
の
経
済
情

勢
を
注
視
し
な
が
ら
、

本
事
業
の
本
来
の
趣
旨
で
あ

り
ま
す
住
宅
環
境
の
向
上
な

ど
を
総
合
的
に
勘
案
し
、
判

断
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

Q　
商
業
を
活
性
化
し
、

地
域
経
済
の
循
環
を
促

進
す
る
た
め
に
商
店
リ
フ
ォ

ー
ム
助
成
制
度
の
創
設
を
検

討
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

A
経
済
環
境
部
長　

提
案

の
方
法
は
、
手
法
の
１

つ
と
し
て
有
効
性
を
否
定
す

る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、

事
業
者
や
消
費
者
で
あ
る
市

民
の
要
望
の
集
約
、
ま
た
は

大
店
舗
と
の
共
存
や
財
源
の

確
保
等
さ
ま
ざ
ま
な
要
因
を

含
め
て
考
え
る
と
、
予
算
化

に
至
る
前
段
階
と
し
て
課
題

の
洗
い
出
し
、
ま
た
は
解
決

に
向
け
た
取
り
組
み
方
法
の

検
討
が
必
要
だ
と
思
い
ま
す
。

県
内
水
道
の
統
合
・
広

域
化
に
つ
い
て

Q　
千
葉
県
は
平
成
23
年

３
月
に
、
県
内
水
道
の

統
合
・
広
域
化
の
当
面
の
考

え
方
を
示
し
た
。
概
要
と
統

合
・
広
域
化
後
の
水
道
料
金

の
見
通
し
は
ど
う
か
。

A
経
済
環
境
部
長　

県
は

県
内
水
道
用
水
供
給
事

業
体
の
水
平
統
合
を
目
指
す

こ
と
と
し
て
、
ま
ず
九
十
九

里
地
域
、
南
房
総
地
域
の
水

道
用
水
供
給
事
業
体
と
県
営

水
道
の
統
合
を
リ
ー
デ
ィ
ン

グ
ケ
ー
ス
と
し
て
進
め
る
と

し
ま
し
た
。
第
１
ス
テ
ッ
プ

で
経
営
統
合
、
第
２
ス
テ
ッ

プ
で
事
業
統
合
を
し
て
い
く

計
画
に
な
っ
て
い
ま
す
。
第

１
ス
テ
ッ
プ
で
は
、
原
則
、

県
か
ら
末
端
給
水
事
業
へ
の

補
助
金
は
現
行
の
ま
ま
と
し

て
、
構
成
市
町
村
の
負
担
金

は
一
般
財
源
ベ
ー
ス
に
対
し

て
据
え
置
か
れ
ま
す
。
第
２

ス
テ
ッ
プ
で
は
、
用
水
供
給

料
金
の
平
準
化
を
図
る
予
定

で
、
財
源
と
し
て
は
末
端
給

水
事
業
体
へ
の
県
補
助
金
及

び
県
や
構
成
市
町
が
負
担
す

る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

今
後
、
末
端
給
水
事
業
体

の
統
合
が
前
提
と
な
っ
た
意

向
調
査
が
実
施
さ
れ
、
合
意

が
得
ら
れ
れ
ば
、（
仮
称
）

統
合
協
議
会
を
設
置
し
て
、

よ
り
具
体
的
な
協
議
を
進
め

て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

水
道
料
金
に
つ
い
て
は
、

統
合
す
れ
ば
、
水
道
用
水
の

仕
入
れ
単
価
が
下
が
る
の
で
、

各
家
庭
で
の
水
道
料
金
は
下

が
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
が
、

末
端
給
水
事
業
体
の
統
合
と

い
う
課
題
も
出
て
お
り
ま
す

の
で
、
今
後
は
末
端
給
水
事

業
体
及
び
市
町
村
で
検
討
し

て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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一
般
質
問
の
内
容
は
、

各
議
員
か
ら
提
出
さ
れ

た
原
稿
を
そ
の
ま
ま
掲

載
し
ま
し
た
。

※
詳
し
く
は
、
図
書
館
又

は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
会

議
録
が
検
索
で
き
ま
す
。

（
発
行
は
後
日
）


